
外航海運に関する実態調査アンケートの結果について 

 

平成１８年３月６日 

公 正 取 引 委 員 会 

経 済 取 引 局 調 整 課 

１ 趣旨・目的 

我が国を取り巻く外航海運市場の状況は，貨物輸送のコンテナ化等の進展，アジア等

の主要航路の荷動き量の増加等により，大きく変化してきている。また，海運同盟等の

船社間の協定に基づく活動も変化しているとされている。 

この様な状況を踏まえて，外航海運市場における取引の実態や問題点を把握するため，

アンケート調査を実施したところである。 

 

２ アンケート調査 

（１）調査の方法 

上記，荷主1及び船社2に対して，平成１７年１１月２８日付けでアンケート調査表を

発送し，平成１７年１２月１６日を回答期限とした。 

平成１８年２月１０日現在，下表のとおり回答を得ている。 

【荷主を対象とするアンケート調査】 

 

 

 

【船社を対象とするアンケート調査】 

 

 

 

（２）調査内容 

   荷主を対象とするアンケート調査における主な調査内容は，①外航海運の利用状況

について，②欧州航路，北米航路及び日中航路の定期コンテナ船の利用状況について，

③海運同盟及び航路安定化協定について，④一手積契約等の実施状況について，及び

⑤不定期船の利用状況について。 

船社を対象とするアンケート調査における主な調査内容は，①欧州航路，北米航路

及び日中航路の運航状況について，②欧州航路，北米航路及び日中航路における海運

同盟等の活動状況について，③一手積契約等の実施状況について，及び④不定期船の

運航状況について。 

                                                 
1 東京証券取引所１部・２部全上場企業のうち，外航海運利用の可能性がある業種に該当する１，９７０社を対象。 
2 日本船社及び外国船社で，外航海運業を行っている４６社を対象。 

発送数 回収数 回収率（％） 

１，９７０社 １，０６６ ５４．１％ 

発送数 回収数 回収率（％） 

４６社 ３３ ７１．７％ 
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【荷主を対象とするアンケート調査結果】 

 

図表１  外航海運の利用状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 

図表２  定期船及び不定期船の利用状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

図表３  航路別利用状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 

図表４  船社選定理由・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・５ 

図表５  利用している船社の変更頻度・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

図表６  運賃の妥当性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 

図表７  サーチャージが運賃に含まれるか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 

図表８  運賃の取決め方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 

図表９  船社からの運賃改定の提示方法・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

図表１０ 海運同盟等への加盟の有無による運賃差 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 

図表１１ 運賃改訂があった場合の船社からの説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１２ 

図表１２ 船社から請求されるサーチャージ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３ 

図表１３ サーチャージ改訂があった場合の提示方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４ 

図表１４ サーチャージの運賃に対する割合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５ 

図表１５ サーチャージ水準の妥当性 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

図表１６ 海運同盟等への加盟の有無によるサーチャージの差 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

図表１７ サーチャージ改訂があった場合の船社からの説明 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

図表１８ 「海運同盟」の機能 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

図表１９ 「航路安定化協定」の機能 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

図表２０ 各航路において，重要と考える機能，仕組み ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２１ 

図表２１ 不定期船の用船契約水準の妥当性・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２ 

図表２２ 不定期船における海運同盟の存在・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２３ 

図表２３ 不定期船における海運同盟の機能・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２４ 

図表２４ 一手積契約等の取決めの有無・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２５ 

図表２５ 新規参入した船社との契約状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２６ 
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（外航海運の利用一般について） 

図表１ 外航海運の利用状況 

 

 

 

 

利用している貨物輸送サービスにおける外航海運の利用契約形態
（複数回答）

31社（3%）

34社（3%）

145社（14%）

444社（42%）

451社（42%）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

契約の当事者として外航海運を利用している

契約の当事者としてではなく，取引相手先又
は仲介を行っている会社を通じて外航海運を
利用している

国際貨物を輸送する必要がないことから，自
社・他社での手配を問わず外航海運を利用し
ていない

航空輸送のみを利用していることから，自社・
他社での手配を問わず外航海運を利用して
いない

上記以外の理由により，自社・他社での手配
を問わず外航海運を利用していない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 アンケート調査に回答した企業のうち，約４０％は契約の当事者である荷主として外

航海運を利用しており，約４０％は，直接の契約当事者ではないが，相手取引先又は仲

介を行っている会社を通じて外航海運を利用している。 
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図表２ 定期船及び不定期船の利用状況 

 

 

 

 

 

 

契約の当事者として外航海運を利用している荷主のうち，
利用している海上輸送サービスの種類

7%

22%

69%

0% 20% 40% 60% 80%

定期運航のみ

定期運航と不定期運航
の両方

不定期運航のみ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 契約の当事者として外航海運を利用していると回答した荷主（４５１社）のうち，約

７０％が定期運航のみを利用している。また，約２０％は，定期運航と不定期運航の両

方を利用している。 

契約の当事者として外航海運を利用していると回答した荷主の９０％以上が，外航海

運定期運航を利用している。 
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図表３ 航路別利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定期運航を利用している荷主が利用している航路 
（複数回答） 

141 社（34%） 

132 社（32%） 

156 社（38%） 

91 社（22%） 

349 社（85%） 

342 社（83%） 

272 社（66%） 

261 社（64%） 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

欧州航路 

北米航路 

日中（中国）航路 

アジア航路 

（日中航路除く） 

アフリカ航路 

オセアニア航路 

中南米航路 

中東航路 

定期運航を利用している荷主（４１０社）のうち，アジア航路（日中航路除く）と日

中航路を利用すると回答した社がそれぞれ８０％を上回っている。欧州航路及び北米航

路の利用は，それぞれ約６５％である。 
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（欧州航路，北米航路及び日中航路における船社選定や変更について） 

図表４ 船社選定理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路における船社選定理由
（複数回答）

52社（15%）

101社（30%）

1社（0%）

12社（4%）

154社（45%）

176社（51%）

10社（3%）

239社（70%）

34社（13%）

74社（27%）

7社（3%）

16社（6%）

136社（50%）

170社（63%）

20社（7%）

182社（67%）

33社（13%）

79社（30%）

9社（3%）

13社（5%）

146社（56%）

163社（62%）

20社（8%）

176社（67%）

0% 20% 40% 60% 80%

欧州航路

北米航路

日中航路

コストが安いから

海運同盟又は航路安定
化協定に属しているから

過去の実績や信頼性が
あるから

サービスの質が良いから

日系だから

コンソーシアム（アライ
アンス）に属しているか
ら

適切な寄港地を経由す
るから

その他

 

 

 

 

 

 

荷主の船社選定の理由については，「コストが安いから」との回答が最も多く，欧州，

北米及び日中いずれの航路においても約７０％であった。その他，「サービスの質が良い

から」との回答も各航路とも５０％前後であり，荷主はコスト及びサービス内容を基準

に船社を選定しているといえる。一方，「過去の実績や信頼性があるから」と回答する荷

主も各航路においても５０％以上となっている。 

海運同盟又は航路安定化協定に属しているからと回答する荷主は，わずかであった。 



6 

図表５ 利用している船社の変更頻度 

 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路において
主として利用している船社の変更

37社（11%）

244社（73%）

52社（16%）

19社（7%）

224社（85%）

21社（8%）

17社（6%）

216社（82%）

30社（11%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

欧州航路

北米航路

日中航路

よく変更する

あまり変更しない

どちらともいえない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

欧州及び北米航路を利用している荷主の約８０％，日中航路を利用している荷主の約

７０％は「あまり変更しない」と回答している。 



7 

（運賃及びサーチャージについて） 

図表６ 運賃の妥当性 

 

 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路における運賃の妥当性

118社(36%)

99社(30%)

110社(34%)

87社(33%)

119社(45%)

57社(22%)

100社(38%)

72社(28%)

89社(34%)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

欧州航路

北米航路

日中航路

妥当だと思う

妥当ではないと思う

どちらともいえない

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

欧州航路及び日中航路において運賃が「妥当だと思う」とする回答は３４％であり， 

「妥当ではないと思う」とする回答は約３０％であった。 

一方，北米航路においては，「妥当ではないと思う」(４５％)とする回答が「妥当だと

おもう」(２２％)を大幅に上回っている。 
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図表７ サーチャージが運賃に含まれるか 

 

 

 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路におけるサーチャージ
（ＢＡＦ，ＣＡＦ等運賃以外の付加料金）が運賃に含まれるか

26社（8%）

106社（32%）

55社（16%）

42社（13%）

105社（31%）

20社（7%）

113社（41%）

48社（18%）

32社（12%）

61社（22%）

23社（8%）

126社（46%）

40社（15%）

23社（8%）

59社（22%）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

欧州航路
北米航路
日中航路

全て含まれて請求
されている

一部含まれて請求
されている

わからない

ほとんど含まれて
請求されている

別に請求されている

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サーチャージ（ＢＡＦ，ＣＡＦ等運賃以外の付加料金）が運賃と別に請求されている

と回答した荷主は欧州及び北米航路で約４０％から４５％，日中航路では約３０％であ

った。 

一方，全て含まれて請求されている回答した荷主は，欧州及び北米航路で約２０％，

日中航路では約３０％であった。 
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（欧州，北米及び日中航路における運賃及びサーチャージ等について） 

図表８ 運賃の取決め方法 

 

 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路における運賃の取決め方法

165社（54%）

23社（7%）

92社（30%）

28社（9%）

182社（73%）

12社（5%）

35社（14%）

21社（8%）

147社（59%）

12社（5%）

67社（27%）

22社（9%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

欧州航路

北米航路

日中航路

船社と個別に一定期間の
契約を締結し，各船社ごと
個別に運賃を取り決め

船社間で取り決めているタ
リフがあり，運賃はタリフど
おり

利用の都度，見積もりを受
領したり，入札を行ったり条
件の良い船社を利用

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「各船社と一定期間の個別契約を締結」していると回答した荷主は，欧州航路及び日

中航路で約５０％，北米航路で７０％であった。 

「入札等により条件の良い船社を利用」していると回答した荷主は，欧州及び日中航

路においては，約３割であった。 
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図表９ 船社からの運賃改定の提示方法 

欧州，北米及び日中航路における船社からの運賃改定の提示方法 

 

 

 

 

 

欧州及び北米航路における船社からの運賃改定の提示方法

23社（9%）

184社（75%）

13社（5%）

24社（10%）

24社（10%）

181社（75%）

15社（6%）

22社（9%）

0% 20% 40% 60% 80%

欧州航路

北米航路

海運同盟，協定に加盟の有無に関わら
ず，船社からは同額で提示

海運同盟，協定に加盟している船社か
らは同額で提示されるが，それ以外の
船社からは個別に提示

海運同盟，協定に加盟の有無に関わ
らず，各社個別に提示

その他

 

日中航路における船社からの運賃改定の提示方法

29社（10%）

239社（78%）

10社（3%）

27社（9%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

船社からは同額で提示

一部複数の船社からは同額で提示

各船社からは個別に提示

その他

 

 

 

 

 

 

約７５％の荷主が欧州航路及び北米航路において「同盟及び協定の有無に関わらず各

社個別に提示される」と回答している。 

海運同盟等が存在しない日中航路においても，「船社からは同額で提示」及び「一部複

数の船社からは同額で提示」と回答する荷主が約１割であった。 
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図表１０ 運同盟等への加盟の有無による運賃差 

 

 

 

 

 

欧州，北米航路における海運同盟，航路安定化協定に加盟している船社と
加盟していない船社間の運賃差

67(30%)

2(1%)

44(20%)

111(50%)

61(28%)

2(1%)

39(18%)

114(53%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

欧州航路

北米航路

変わらない

同盟加盟船社の方が割高

同盟加盟船社の方が割安

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約５０％の荷主が海運同盟等に加盟している船社と，加盟していない船社間の運賃に

ついて「変わらない」と回答している。 

海運同盟等に加盟船社の運賃が割高であるとした荷主は約２０％あり，水準としては

５％～２０％割高と回答している。 
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図表１１ 運賃改訂があった場合の船社からの説明 

 

 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路において，運賃改訂があった場合の船社から説明

99社（35%）

93社（33%）

89社（32%）

65社（27%）

62社（26%）

115社（48%）

70社（29%）

53社（22%）

115社（48%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

欧州航路
北米航路
日中航路

十分である

十分でない

どちらでもない

9

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 欧州航路及び北米航路においては，約５０％の荷主が船社からの説明が「十分である」

としている。 

 日中航路においては，船社からの説明が「十分である」とする回答と，「十分ではない」

と回答する荷主はいずれも約３０％であった。 
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図表１２ 船社から請求されるサーチャージ 

 

 

 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路において船社から請求されるサーチャージ

37社（23%）

38社（24%）

154社（96%）

145社（90%）

157社（98%）

33社（20%）

113社（70%）

151社（94%）

105社（65%）

156社（97%）

22社（13%）

23社（14%）

152社（92%）

135社（81%）

160社（96%）

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

欧州航路
北米航路
日中航路

燃料油に係る割増料金
（BAF等）

コンテナターミナルでの
諸費用（THC等）

その他

通貨変動に係る割増料金
（CAF等）

需要逼迫時の追加料金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サーチャージが運賃とは別に請求されると回答した荷主のうち，ほとんどの荷主がＢ

ＡＦ（燃料油に係る割増料金），ＣＡＦ（通貨変動に係る割増料金）及びＴＨＣ（ターミ

ナルハンドリングチャージ）を請求されている。 

 需要逼迫時の追加料金を請求されている荷主は，欧州航路及び日中航路では低いが（欧

州航路１４％，日中航路２４％）であるのに対して，北米航路では約７０％である。 
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図表１３ サーチャージ改訂があった場合の提示方法 

 

 

 

 

 

欧州及び北米航路においてサーチャージ改訂があった場合の提示方法

8社（5%）

52社（30%）

14社（8%）

98社（57%）

10社（6%）

41社（23%）

19社（11%）

105社（60%）

0% 20% 40% 60% 80%

欧州航路

北米航路

海運同盟，協定に加盟の有無に関わら
ず，船社からは同額で提示

海運同盟，協定に加盟している船社から
は同額で提示されるが，それ以外の船社
からは個別に提示

海運同盟，協定に加盟の有無に関わら
ず，各社個別に提示

その他

 

日中航路においてサーチャージ改訂があった場合の提示方法

11社（5%）

82社（40%）

39社（19%）

74社（36%）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

船社からは同額で提示

一部複数の船社からは同
額で提示

各船社からは個別に提示

その他

 

 

 

 サーチャージが運賃とは別に請求されると回答した荷主のうち，欧州航路及び北米航

路とも「同盟加盟の有無に関わらず，船社からは同額で提示される」と回答した荷主が

約６０％おり，「同盟，協定に加盟している船社からは同額で提示されるが，盟外船社か

らは個別に提示される」としている荷主は約１０％となっている。 
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図表１４ サーチャージの運賃に対する割合 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路におけるサーチャージの運賃に対する割合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平均値）

49.8%

24.7%

26.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

欧州航路

北米航路

日中航路

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 各航路において請求されるサーチャージ（合計）の運賃に対する割合は，平均値でみ

ると，欧州及び北米航路では約２５％であった。一方，中国航路では，５０％であった。 
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図表１５ サーチャージ水準の妥当性 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路におけるサーチャージ水準の妥当性

71社(35%)

97社(48%)

33社(16%)

59社(35%)

87社(51%)

23社(14%)

72社(42%)

69社(40%)

30社(18%)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

欧州航路
北米航路
日中航路

妥当だと思う

妥当ではないと思う

どちらともいえない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 サーチャージ水準が「妥当である」と回答する荷主が，２割以下であったのに対し，

「妥当ではない」と回答する荷主が，４割から５割であった。 
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図表１６ 海運同盟等への加盟の有無によるサーチャージの差 

 

 

 

 

欧州，北米航路における海運同盟等への加盟の有無によるサーチャージの差

44社（24%）

2社（1%）

9社（5%）

125社（69%）

45社（24%）

0社（0%）

11社（6%）

130社（70%）

0% 20% 40% 60% 80%

欧州航路

北米航路

変わらない

同盟加盟船社の方が割高

同盟加盟船社の方が割安

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

約７０％の荷主が海運同盟等に加盟している船社と，加盟していない船社間のサーチ

ャージについて「変わらない」と回答している。 
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図表１７ サーチャージ改訂があった場合の船社からの説明 

 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路において，サーチャージ改訂があった場合の
船社からの説明

63社(29%)

101社(47%)

52社(24%)

49社(26%)

73社(39%)

65社(35%)

54社(28%)

72社(37%)

68社(35%)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

欧州航路
北米航路
日中航路

十分である

十分でない

どちらでもない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 欧州航路，北米航路及び日中航路のいずれの航路においても，船社からの説明が「十

分でない」とする回答が，「十分である」とする回答を上回った。特に，日中航路におけ

る船社からの説明が「十分でない」と回答する荷主が約５０％であった。 
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（海運同盟及び航路安定化協定の機能について） 

図表１８ 「海運同盟」の機能「海運同盟」の機能についての認識（複数回答） 

 

 

「海運同盟」の機能についての認識（複数回答）

17社（4%）

97社（25%）

83社（21%）

184社（47%）

209社（54%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

運賃に関する取決め

サーチャージに関する
取決め

スペースチャーターや配
船計画に関する取決め

分からない

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 荷主の約５０％が，海運同盟の機能を「運賃に関する取決め」及び「サーチャージに 

関する取決め」を行っていると認識している。 
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図表１９ 「航路安定化協定」の機能 

 

 

 

「航路安定化協定」の機能についての認識（複数回答）

5社（1%）

133社（34%）

107社（27%）

129社（33%）

159社（41%）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

運賃に関する取決め

サーチャージに関する取決め

スペースチャーターや配船計
画に関する取決め

分からない

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 荷主の約４０％が，航路安定化協定の機能を「運賃に関する取決め」を行っていると 
認識している。 
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図表２０ 各航路において，重要と考える機能，仕組み 

 

 

 

欧州，北米及び日中航路において，重要と考える機能，仕組み（複数回答）

135社（39%）

221社（65%）

61社（18%）

96社（28%）

53社（15%）

8社（2%）

62社（23%）

56社（21%）

122社（45%）

207社（76%）

51社（19%）

9社（3%）
9社（3%）

57社（22%）

55社（21%）

114社（44%）

205社（79%）

54社（21%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

欧州航路
北米航路
日中航路

船社間での運賃・サー
チャージに関する取決め

船社間での自由競争の促
進による運賃の適正化

運賃・サーチャージの乱高
下による損害をリスクヘッジ
できるような仕組み

スペースチャーターや配船
計画に関する取決め

船社とのトラブルが発生した
際に紛争解決や問い合わせ
ができる窓口や機関だから

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 欧州航路及び北米航路では８０％近く，日中航路では６５％の荷主が，航路において

重要な機能や仕組みを「船社間での自由競争の促進による適正化」としている。 
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（不定期船について） 

図表２１ 不定期船の用船契約水準の妥当性 

 

 

 

 

不定期船の用船契約水準の妥当性

59社（52%）

19社（17%）

36社（31%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

妥当だと思う

妥当ではないと思う

どちらともいえない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 不定期船を利用している荷主のうち，不定期船の用船契約の水準が「妥当だと思う」

と回答した荷主は，３１％である。「妥当ではないと思う」と回答した荷主は１７％であ

った。 
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図表２２ 不定期船における海運同盟の存在 

 

 

 

不定期船における海運同盟の存在

77社（65%）

31社（26%）

10社（8%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

存在する

存在しない

分からない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 不定期船において，海運同盟が「存在する」と回答した荷主は８％であり，「存在しな

いと回答した荷主は２６％であった。 
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図表２３ 不定期船における海運同盟の機能 

 

 

  

不定期船において「海運同盟は存在する」と回答の荷主による
不定期船の「海運同盟」の機能についての認識（複数回答）

2社（20%）

1社（10%）

1社（10%）

9社（90%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

運賃に関する取決め

スペースチャーターや
配船計画に関する取決

その他

サーチャージに関する
取決め

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 不定期船において海運同盟が存在すると回答した荷主（１０社）のうち，その機能が

「運賃に関する取決め」とする回答が９０％である。 
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一手積契約等の取決めについて

7社（2%）

255社（75%）

77社（23%）

4社（1%）

264社（78%）

69社（20%）

7社（2%）

257社（76%）

73社（22%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一手積契約
フェディリティーリベート
運賃延戻制

契約上，取決めがある

分からない

契約上，取決めがない

（一手積契約，フェディリティーリベート及び運賃延戻制について） 

図表２４ 一手積契約，フェディリティーリベート及び運賃延戻制についての取決の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 欧州航路，北米航路及び日中航路において，一手積契約等の取決めがあると回答した

荷主は，ごくわずかである。 

さらに，一手積契約等の取決めがあると回答した荷主のうち，取決めが存在すること

が理由で盟外船の利用を「断念したことがある」と回答した荷主は２社（２９％）であ

り，「断念したことはないが，若干の躊躇を覚えたことがある」との回答も２社（２９％）

であった。 

 なお，外航海運における定期運航を利用している荷主全体（４１０社）に対して，一

手積契約の取決めが存在することが理由で盟外船の利用を「断念したことがある」又は

「断念したことはないが，若干の躊躇を覚えたことがある」と回答した荷主はそれぞれ

２社（０．４％）である。 

一手積契約の取決めの存在を理由に盟外船利用を断念した
ことがあるか 

・断念したことはない ３社（43％） 
・断念したことがある ２社（29％） 
・断念したことはないが若干の躊躇を覚えたこと 
がある ２社（29％） 

７社 
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図表２５ 新規参入した船社との契約状況 

 

 

 

過去５年間に利用していた日本発着の定期船航路において，
新規参入した船社との契約状況

その他
14社（4%）

契約していない
260社（73%）

契約した
80社（23%）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 新規参入した船社と「契約した」と回答した荷主は２３％であり，「契約していない」

と回答した荷主は７３％であった。 
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【船社を対象とするアンケート調査結果】 
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図表２７ 定期コンテナ船を就航させている航路 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３ 

図表２８ 欧州航路における，海運同盟への加盟状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４ 
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図表３０ 欧州航路におけるサーチャージの決定方法 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６ 

図表３１ 北米航路における，航路安定化協定への加盟状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 
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図表３４ サーチャージの運賃に対する割合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０ 

図表３５ 定期コンテナ船市場における新規参入 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１ 
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図表４０ 海運同盟等へ加盟していないことによる不利益 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６ 

図表４１ 一手積契約（二重運賃制）の実施状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７ 

図表４２ フェディリティーリベートの実施状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１８ 

図表４３ 運賃延戻制の実施状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１９ 

図表４４ コンソーシアム又はアライアンスの締結状況 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料２－３ 
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提供している国際海上輸送サービス

定期運航と不定期
運航の両方
5社（15%）

不定期運航のみ
9社（27%）

定期運航のみ
19社（58%）

【船社を対象とするアンケート調査結果】 

(海上輸送サービス一般) 

図表２６ 提供している国際海上輸送サービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 アンケート調査に回答した船社のうち，定期運航サービスのみ提供している船社が１

９社（５８％），不定期運航サービスのみを提供している船社が９社（２７％），定期運

航サービス及び不定期運航サービスの両方を提供している船社が５社（１５％）であっ

た。 
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図表２７ 定期コンテナ船を就航させている航路 

 

 

 

 

 

 

定期コンテナ船を就航させている航路（複数回答）

3社（13%）

11社（46%）

12社（50%）

12社（50%）

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

欧州航路（アジア-欧州）

北米航路（アジア-北米）

日中航路（日本-中国）

欧州，北米，日中のいずれ
にも該当しない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 定期コンテナ船を就航させていると回答した船社(２４社)のうち，欧州航路及び北米

航路に定期コンテナ船サービスを就航させている船社はそれぞれ１２社（５０％）であ

った。 

 日中航路に定期コンテナ船を就航させていると回答した船社は１１社（４６％であっ

た） 
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（欧州航路における運賃及びサーチャージについて） 

図表２８ 欧州航路における，海運同盟への加盟状況 

 

 

 

 

欧州航路における海運同盟加盟状況

加盟したことがな
い

4社（33%）

現在加盟している
8社（67%）

現在は加盟してい
ないが過去に加

盟していた
0社（0%）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 欧州航路に定期コンテナ船を就航させていると回答した船社のうち，６７％が「現在加

盟している」と回答しており，３３％が「加盟したことがない」と回答している。「現在

加盟していないが過去に加盟していた」と回答した船社はいなかった。 
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図表２９ 欧州航路における運賃の決定方法 

 

 

 

 

 

欧州航路における運賃決定方法
【加盟船社】

0%

１社（14%）

２社（29%）

２社（29%）
１社（14%）

１社（14%）

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

自社が加盟している海運同盟が決めた金額どおり決
定

自社が加盟している海運同盟が決めた金額を参考に
相対交渉で決定

自社が加盟している海運同盟が決めたタリフブックど
おり決定

自社が加盟している海運同盟が決めたタリフブックを
参考に相対交渉で決定

海運同盟に関わりなく相対交渉で決定

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 海運同盟に加盟している船社のうち，海運同盟のタリフブックどおりに運賃を決定し

ているとする船社はいなかった。 

 海運同盟に加盟していない船社のうち，海運同盟の決めた金額どおり決定していると

した船社が１社，海運同盟の決めた金額を参考にしているとする船社が 1 社あった。 

欧州航路における運賃決定方法
【非加盟船社】

0%

0%

0%
１社（33%）

１社（33%）

１社（33%）

0% 10% 20% 30% 40%

自社が加盟していない海運同盟が決めた金額
どおり決定

自社が加盟していない海運同盟が決めた金額
を参考に相対交渉で決定

自社が加盟していない海運同盟が決めた
タリフブックどおり決定

自社が加盟していない海運同盟が決めた
タリフブックを参考に相対交渉で決定

海運同盟に関わりなく相対交渉で決定

その他
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図表３０ 欧州航路におけるサーチャージの決定方法 

 

 

 

 

 

 

欧州航路におけるサーチャージ決定方法
【加盟船社】

0%

0%

３社（43%）

２社（29%）

１社（14%）

１社（14%）

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自社が加盟している海運同盟が決めた金額
どおり決定

自社が加盟している海運同盟が決めた金額を
参考に相対交渉で決定

自社が加盟している海運同盟が決めたタリフ
ブックどおり決定

自社が加盟している海運同盟が決めたタリフ
ブックを参考に相対交渉で決定

海運同盟に関わりなく相対交渉で決定

その他

 

 

欧州航路におけるサーチャージ決定方法
【非加盟船社】

0%

0%

0%

0%

1社（33%）

2社（67%）

0% 20% 40% 60% 80%

自社が加盟していない海運同盟が決めた
金額どおり決定

自社が加盟していない海運同盟が決めた
金額を参考に相対交渉で決定

自社が加盟していない海運同盟が決めた
タリフブックどおり決定

自社が加盟していない海運同盟が決めた
タリフブックを参考に相対交渉で決定

海運同盟に関わりなく相対交渉で決定

その他

 

 

 

 

海運同盟に加盟している船社のうち，海運同盟のタリフブックどおりにサーチャー

ジを決定しているとする船社はいなかった。海運同盟が決めた金額どおり決定してい

る船社が最も多く約５０％であった。 

海運同盟に加盟していない船社のうち，相対交渉で決定する船社はおらず，海運同

盟が決めた金額どおり又はタリフブックを参考に決定している。 
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（北米航路における運賃及びサーチャージについて） 

図表３１ 北米航路における，航路安定化協定への加盟状況 

    

 

 

 

北米航路における航路安定化協定加盟状況

現在加盟している
10社（83%）

加盟したことがな
い

2社（17%）

現在は加盟してい
ないが過去に加

盟していた
0社（0%）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

北米航路に定期コンテナ船を就航させていると回答した船社のうち，８３％が「現在加

盟している」と回答しており，１７％が「加盟したことがない」と回答している。「現在

加盟していないが過去に加盟していた」と回答した船社はいなかった。 
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図表３２ 北米航路における運賃の決定方法 

 

 

 

 

 

北米航路における運賃決定方法
【加盟船社】

0%

1社（10%）

6社（60%）

3社（30%）

0% 20% 40% 60% 80%

自社が加盟している航路安定化協定が決めた
金額どおり決定

自社が加盟している航路安定化協定が決めた
金額を参考に相対交渉で決定

航路安定化協定の決定に関わりなく相対交渉
で決定

その他

 

北米航路における運賃決定方法
【非加盟船社】

0%

0%

0%

1社（100%）

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

自社が加盟していない航路安定化協定
が決めた金額どおり決定

自社が加盟していない航路安定化協定が
決めた金額を参考に相対交渉で決定

航路安定化協定の決定に関わりなく
相対交渉で決定

その他

 

 

 

 

 

航路安定化協定に加盟している船社のうち，協定が決めた金額を参考に決定している

と回答した社が半数以上を占めた。 

 航路安定化協定に加盟していない船社についても，協定の決めた金額を参考にしてい

るとする船社が 1 社あった。 
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図表３３ 北米航路におけるサーチャージの決定方法 

 

 

 

 

 

 

北米航路におけるサーチャージ決定方法
【加盟船社】

0%

0%

2社（20%）

8社（80%）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自社が加盟している航路安定化協定が決めた
金額どおり決定

自社が加盟している航路安定化協定が決めた
金額を参考に相対交渉で決定

航路安定化協定の決定に関わりなく相対交渉
で決定

その他

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

航路安定化協定に加盟している船社のうち，協定が決めた金額どおりにサーチャ

ージを決定しているとする船社は２０％，協定が決めた金額を参考にしている船社

が最も多く８０％であった。 

航路安定化協定に加盟していない船社についても，協定が決めた金額どおり決定

しているとする社が１社あった。 

北米航路におけるサーチャージ決定方法
【非加盟船社】

0%

0%

0%

1社（100%）

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

自社が加盟していない航路安定化協定が
決めた金額どおり決定

自社が加盟していない航路安定化協定
が決めた金額を参考に相対交渉で決定

航路安定化協定の決定に関わりなく相対
交渉で決定

その他
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（欧州航路，北米航路及び日中航路におけるサーチャージの運賃に対する割合） 

図表３４ 欧州航路，北米航路及び日中航路におけるサーチャージの運賃に占める割合 

  

 

 

各航路において請求するサーチャージの運賃に対する割合（平均値）

49.8%

32.2%

31.5%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

欧州航路

北米航路

日中航路

(運賃に対する割合)
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 欧州航路及び北米航路において，サーチャージの運賃に占める割合の平均をとるとそれ

ぞれ約３割であるが，日中航路では割合が高く約５０％であった。 
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（新規参入） 

図表３５ 定期コンテナ船市場における新規参入 

 

 

 

定期コンテナ船市場における新規参入

困難である
6社(40%)

容易である
9社（60%)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現在定期コンテナ船を就航させていない航路に新規参入することの容易性について聞

いたところ，容易であると回答した社が６０％，困難であるとした社が４０％であった。 
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（海運同盟等への加盟状況） 

図表３６ 海運同盟，航路安定化協定等への加盟状況 

 

 

 

 

欧米・北米航路を含むいずれかの航路における
同盟・協定等の加盟状況

加盟している
１３社（43%）

加盟したことが
ない

１６社（54%）

過去に加盟して
いた

１社（3%）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 定期船，不定期船及び航路に関わらず，海運同盟及び航路安定化協定等へ「加盟して

いる」と回答した船社が約４割であり，「加盟したことがない」と回答した船社が約５割

であった。 
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（海運同盟等への加盟について） 

図表３７ 海運同盟等への加盟拒否 

 

 

 

過去５年間において海運同盟等に加盟を希望して拒否されたことがあ
るか

0%

18社（72%）

7社（28%）

0% 20% 40% 60% 80%

拒否されたことが
ある

拒否されたことが
ない

加盟を希望したこと
がない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 過去５年間，海運同盟及び航路安定化協定等に対する加盟を希望し，「加盟を希

望して拒否されたことがある」と回答した船社はいなかった。 
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図表３８ 海運同盟等への加盟条件 

 

 

 

海運同盟等の加盟の条件は他の船社と比較して異なっている（いた）
か

0%

0%

3社（30%）

7社（70%）

0% 20% 40% 60% 80%

同等である（あった）

不利に扱われてい
る（いた）

有利に扱われてい
る（いた）

分からない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 海運同盟等に加盟するにあたって，他の船社と比べて「不利に扱われた」「有利

に扱われた」と回答した船社はいなかった。 
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図表３９ 海運同盟等への加盟希望の有無 

 

 

 

今後の同盟，協定等への加盟についてどのように考えるか

10社（63%）

6社（38%）

0% 20% 40% 60% 80%

今後加盟するつもりは
ない

今後加盟したい

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在海運同盟等に加盟していない船社のうち，「今後加盟したい」と回答した船

社が約４割，「今後加盟するつもりはない」と回答した船社が約６割であった。 
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図表４０ 海運同盟等へ加盟していないことによる不利益 

 

 

 

海運同盟，協定等に加盟しないことにより不利益を被ったことがあるか

100%

0%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100% 120%

不利益を被った

見聞したことがある

特にない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在海運同盟等に加盟していない船社のうち，加盟していなことにより，「不利

益を被った」又は「見聞をしたことがある」と回答した船社はいなかった。 
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（一手積契約等の実施状況について） 

図表４１ 一手積契約（二重運賃制）の実施状況 

 

 

 

二重運賃制について取決めを行っているか

19社（73%）

5社（19%）

2社（8%）

0% 20% 40% 60% 80%

現在取り決めて
いる

過去取り決めて
いた

取り決めた事は
ない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一手積契約（二重運賃制）の取決めがあると回答した船社は２社（８％）であるが，

いずれの２社も「実態として形骸化している」と回答している。 

うち，2社とも実態は 
形骸化していると回答 
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図表４２ フェディリティーリベートの実施状況 

 

 

フェディリティリベートについて取決めを行っているか

0%

5社（19%）
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取り決めた事は
ない
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フェディリティーリベートの取決めがあると回答した船社はいなかった。 
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図表４３ 運賃延戻制の実施状況 

 

 

運賃延戻制について取決めを行っているか

0%

26社（96%）

1社（4%）
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いる
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いた

取り決めた事は
ない

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運賃延戻制の取決めがあると回答した船社はいなかった。 
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（コンソーシアム・アライアンスについて） 

図表４４ コンソーシアム又はアライアンスの締結状況 

 

 

 

コンソーシアム・アライアンスの締結状況

締結したことがない
17社（55%）

締結している
13社（42%）

過去に締結してい
た

1社（3%）

 

 

 

 

 

 コンソーシアム又はアライアンスの「締結している」と回答した船社は４２％であり，

「締結したことがない」と回答した船社が５５％であった。 


